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EU付加価値税の動向
はじめに
欧州金融危機以降， EU加盟国では深刻な財政問題が顕在化している。金融
危機下において， EU加盟国の直接税の税収が落ち込む一方で，付加価値税
(Value Added Tax, 以下 VATという 。）の歳入に占める割合は増しており凡
VATの見直しは極めて重要となっている叫 欧州委員会は，金融危機の後，
簡素，強固，効率的な制度を求めて， VAT制度のすべての側面を批判的に検
証するため，グリーンペーパー3) を公表したが，それ以前から保険および金融
サービスの VAT取扱いについては問題が指摘されていた。すなわち， EUで
は， 1977年に第 6次指令4)が施行されて以来30年以上，金融サービスおよび保
険の非課税規定は見直しがなされず，その間の業界の発展に対応したものに
なっていないため， VAT指令の解釈および適用上の問題が生じていた。
そこで，欧州委員会は， 2006年に VATの現代化のための諮問文書5)を公表
し，保険および金融サービスの取扱いの現代化に向けて，国民や業界から広く
1) EU 27カ国について，その国家税収合計に占める VATの平均割合が1995年の
18.6%から2010年に22.0%と3.4ポイント上昇したのに対し，直接税の平均割合は
1995年の32.4%から2010年に30.4%と2.0ポイント下落している (Taxationtrends 
in the European Union, 2012 edition, Annex A, Tables A. 1. LT and A. 2_ T, avail 
able : http://ec.europa.eu/taxation_customs/ taxation/ gen_info/ economic_analysis/ 
tax_structures/index_en.htm.)。
2) EU加盟国では， VATの税率引上げ方針を相次いで表明している（日本経済新
聞朝刊2012年 1月31日1面，同2012年7月12日7面）。
3) Green Paper on the future of VAT towards a simpler, more robust and efficient 
VAT system, COM (2010) 695 final. グリ ーンペーパーを包括的に検討されたもの
として，渡辺智之「欧州委員会グリーンペーパーの含意」税務弘報60巻 7号 (2012
年）123頁以下および沼田博幸「EUにおける VATの最近の動向について」租税
研究749号 (2012年） 278頁以下。
4) Sixth Council Directive 77 /388/EEC of 17 May 1977 on the harmonization of 
the laws of the Member States relating to turnover taxes-Common system of 
value added tax: uniform basis of assessment, OJ L 145 of 13 Jun 1977. 
5) Consultation Paper on modernising Value Added Tax obligations for financial 
services and insurances, 2006. 
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意見を求めた。その結果，現代化の問題として，国境を超える事業体
(77 .08%), 定義の現代化 (71.78 %) , B2B (business to business)供給への課税
の選択 (56.75%), ゼロ税率の導入 (52.20%), 仕入税額控除の制限
(43.67%) の順に関心が高いことが明らかになっている6)。ただし，保険業界
だけに限ると，上記順位のうち， B2B供給への課税の選択 (36.88%) とゼロ
税率の導入 (56.76%) が逆転する。これは，保険税 (InsurancePremium Tax) 
の存在の影響による可能性がある。
本稿では，欧州委員会が認識しているこれらをはじめとする複数の VATに
関する問題のうち，わが国の保険取引への消費税課税の基本的な考え方に影響
が大きいものとして， 定義の現代化（非課税規定の明確化）の問題を取り上げ
る。さらに，わが国の制度にはない課税の選択の問題についてみていく 。国境
を超えるグループ間取引の消費課税の問題（支店形態と子会社形態間の公平の
問題）は，わが国おいても，重要な問題ではあるが，本稿では扱わない。
以下では，まず， EUにおける VATの動向の大要について，第 6次指令導
入前後から2006年指令7)の現代化の動きと， 2008年金融危機以降に分けて確認
する。その後に，保険取引に関する欧 1ヽ-1司法裁判所 (EuropeanCourt of 
Justice, 以下 ECJという 。）判決の内容と比較しながら，欧朴l委員会の保険お
よび金融サービスの VAT取扱いに関する委員会提案8)の内容を検討し，分析
6) See Summary of Results-Public Consultation on Financial and Insurance 
Services (available : http:// ec. europa. eu/ taxation_customs/ resources/ documents/ 
common/ consultations/ tax/ rep_financial _insurance_ services_ en. pd£). 
全部で82件の意見があり，その内訳は，保険業界から34%,銀行から29%, その
他の金融機関から23%, それ以外が14%となっている。
7) Council Directive 2006/112/EC of 28 November 2006 on the common system of 
value added tax, OJ L 347 of 11 Dec 2006. 
8) Proposal for a Council Directive amending Directive 2006/112/EC on the 
common system of value added tax, as regards the treatment of insurance and 
financial services COM (2007) 747 final, OJ C 55/7 of 28 Feb 2008 (以下「指令提
案」という。） および Proposalfor a Council Regulation laying down implemen-
ting measures for Directive 2006/112/EC on the common system of value added 
tax, as regards the treatment of insurance and financial services COM (2007) /" 
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を行う 。本稿の目的は，わが国の消費税導入に際して参考にされたといわれて
いる EUの VATの動向を鳥鰍することによって，わが国の消費税制度の抱え
る問題を認識し，今後のあるべき保険取引に関する消費税制度のあり方を検討
することである。本稿以前に，保険取引をめぐる ECJ判決の分析， 一定の保
険取引に Goodsand Services Tax (以下 GSTという 。）を課するニュージーラ
ンドの制度の検討を行っている叫 本稿は，その続きに位置するものである。
【1】 VATをめぐる動き
(1) 制度の現代化に向けて
第 6次指令導入前から，金融サービスヘ VATを適用する際の課税技術上の
問題JO)が指摘されていたが，その問題を直ちに解決することができず，第 6
次指令では金融サービスおよび保険は非課税とされた1)。その当時においても，
'..746 final, OJ C 55/7 of 28 Feb 2008 (以下「規則提案」という。）の二つの
Proposalを合わせて，以下では単に「委員会提案」という 。指令提案に対して，
欧州議会の立法決議 (EuropeanParliament legislative resolution of 25 September 
2008 on the proposal for a Council directive amending Directive 2006/112/EC on 
the common system of value added tax, as regards the treatment of insurance and 
financial services (COM (2007) 0747-C6-0473/2007-2007/0267 (CNS)), OJ C 8 
E/396) において修正されているため，本稿ではその修正を踏まえている。上記の
欧州議会決議以降も修正が加えられているようだが，本稿では， EUホームページ
で公表されている政策決定過程一覧に則って，その範囲で修正内容を反映させてい
る。
9) 拙稿「保険取引の消費課税上の問題一ECJ判決の分析から一」「租税の複合法的
構成一村井正先生喜寿記念論文集』（清文社・ 2012年） 483頁以下，同「保険取引へ
の消費課税ーニュージーランドの制度との比較から一」税法学565号 (2011年）148 
頁以下。
10) この技術上の問題とは，受け入れがたい管理上の負担なく，事業者と加盟国の財
政当局両者の法的および会計上の複雑性を伴わずに，適切な VAT納付額を確定さ
せることができない，ということである。SeeConsultation Paper on modernising 
Value Added Tax obligations for financial services and insurances, 2006, at 2. 
11) Id. at 2. 第6次指令で保険取引が非課税とされることについて，同様の見解を
示すものとして，SeePaul Farmer and Richard Lyal, EC Tax Law, 1994, at 
181-182. 
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この課税中立性に反する状態を正す最善の選択は，保険および金融サービスに
完全な課税を行うための技術上の解決をすることであり，将来的にはその問題
は解決されるであろうという認識があった12)。委員会は， 1990年代以降，金融
サービスの VAT課税の取扱いについて見直しをはじめる。保険および金融
サービスヘの仕入税額控除を伴う完全な課税方法として，修正キャッシュフ
ロー法 (TCA,truncated cash flow method)などの方法を検討したが，システムの
複雑性は行政および事業者双方にとって非常な負担を伴うとして，採用は見送
られることになる13)。その間にも， EU域内事業者と EU域外事業者との競争
上の問題のみならず，規制の自由化により保険業界と金融業界の間の壁が取り
払われ，それぞれの業界内での競争および業界間での競争が激化し， VAT仕
入税額の控除の可否が，事業者が保険あるいは金融サービスを供給する場所お
よび方法を決定する際の重要な要素のひとつとなってきた14)。2004年に，委員
会は，加盟国および事業者を集めてダブリンで財政セミナーを開き，現行制度
についての協議を行ったが，そこでの意見の大勢は，制度変更に伴う複雑性は
マイナス要因であり， 30年間実施されてきた制度の移行は混乱を伴うとして，
課税の全面的な導入には消極的というものであった15)。そこで，委員会は，課
税当局と事業者の管理費用の削減，加盟国の財政保証と事業者の法的確実性の
確保，および第 6次指令の規定と FinancialServices Action Plan (COM (1999) 
232)を受けた最近の規制条項や法規定との不一致の問題に取り組む，という
到達目標を設定して，法的手段を検討することにした16)。市場からの要望は，
公平な条件で VATが適用されることであり，現行制度の見直しにより競争上
の歪みの原因を取り除くことにあった17)。
12) Supra note 10, at 2. 
13) Supra notes 10, at 2-3. See also Rita de la Feria and Ben Lockwood, Opting for 
opting-in? An Evaluation of the European Commission's Proposals for Reforming 
VAT on Financial Services, FISCAL STUDIES, Vol. 31, no. 2,2010, at 173. 
14) Supra note 10, at 3. 
15) Supra note 10, at 3. 
16) Supra note 10, at 3. 
17) Supra note 10, at 4. 
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第6次指令における非課税規定で使用される専門用語はその当時に一般に提
供されていたサービスを反映したものである。続く 2006年指令の非課税規定に
おいても，その柱書は異なるものの，非課税となる保険取引については更新が
されていない。そのため，業界の発展とともに，その用語の解釈に疑義が生じ，
数多くの訴訟がECJに提起されてきた。保険および金融業界は益々複雑化し
ており，保険および金融業者以外の事業者からのサービスが伝統的な保険また
は金融サービスとみなされる可能性もでてきた18)。そこで，委員会は，定義の
明確性および確実性を確保するために，第 6次指令29a条に基づき，規則を用
いて VAT指令の定義を補足することを考慮している19)。ただし， 2006年指令
が施行される際には，保険および金融サービスに関する非課税規定を明確化す
るための規則の導入は行われていない。
委員会は， 2006年指令の改正にあたって，特に，非課税の定義，控除できな
い仕入税額，国境を越える事業体の三つの問題について議論を重ねzoi,その議
論を踏まえて，委員会提案を理事会へ提出することになる。 2006年指令改正の
ための委員会提案の主たる目的は，事業者および課税当局の法的確実性を確保
し，保険および金融サービスの VAT非課税規定を正確に適用するための管理
上の負担を軽減すること，並びに保険および金融サービスの供給者の費用に含
まれる隠れた VATの影響を減らすこと，の二つである21)。この目的達成のた
めに，① 保険および金融サービスに係る VAT非課税規定の明確化，② 加盟
国から事業者へ課税の選択権を移行することによる現行の課税の選択の拡大化，
③ 投資をプールしてグループからそのメンバーに VAT非課税の投資費用を
再分配することを認めるコストシェアリンググループの導入，を提案する22¥
18) Supra note 10, at 20. 
19) Supra note 10, at 20. 
20) Supra note 10, at 1. 
21) Proposal for a Council Directive amending Directive 2006/112/EC on the 
common system of value added tax, as regards the treatment of insurance and 
financial services COM (2007) 747 final, OJ C 55/7 of 28 Feb 2008, at 2. 
22) Id., at 2. 
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理事会での議論が重ねられているが，現在までに，理事会での決定を得るに
至っていない。
(2) 簡素強固，効率的な制度へ
VATはこの10年間で簡素化し現代化してきたが，委員会には今般の金融危
機に際してより広範な考察をすべき時期に来ているという認識がある23)。委員
会が提出したグリーンペーパーでは， VATの非課税規定は広い課税ベースの
租税たる VATの原則に反し，現行の非課税規定の多くはその継続の妥当性に
問題があり，特に経済および技術上の変化の観点から非課税を見直すことが求
められている24)。
グリーンペーパーに基づく協議の結果，効率的な VAT制度に向けて，非課税
数の削減による課税ベースの拡大がその解決法の一つとして挙げられている25¥
非課税は，課税ベースの制限として働き，競争上の歪みを生み出しかねないた
め，非課税に関する経済的，社会的，技術的な理由が依然として妥当であるのか，
非課税の適用方法に改善の余地があるのかを確認する必要があるとしている26)。
欧州委員会の議論では，これまで，保険および金融サービスの VATの問題
は，主として非課税を中心に行われてきている。この動きは， EUの VAT制
度を参考に消費税を導入したわが国にとっても看過できないものであり，わが
国の保険取引への消費税のあり方を再考する際に大いに参考になりうる。そこ
で，以下では，上記(1)で示した委員会提案のうち，①非課税規定の明確化およ
び②課税の選択の拡大化について取り上げ検討を行う 。③のコストシェアリン
グの問題については，国境を超える取引を含むグループ間取引の問題であり，
23) Green Paper on the future of VAT towards a simpler, more robust and efficient 
VAT system, COM (2010) 695 final, at 25. 
24) Id., at 10-11. 
25) Communication from the Commission to the European Parliament, the Council 
and the European Economic and Social Committee on the future of VAT towards 
a simpler, more robust and efficient VAT system tailored to the single market, 
COM (2011) 851 final, at 9. 
26) Id., at 10. 
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稿を改めて検討をしたい。
【2】 非課税規定の明確化
(1) 指令提案の目的
ECJは，保険および金融サービスの VAT非課税に関する一群の事件にお
いて，大きく次の 3つの基準に則って，判決を下している27¥
① 非課税規定は，課税事業者が対価を得て提供するすべてのサービスは
VATに服するという 一般原則の例外となるので，非課税を特定化するた
めに用いられる用語は，厳格に解釈されるべきである28)。
② 非課税サービスか否かの判断に際しては，そのサービスの性質が重要な
のであり，誰がサービスを供給するのか，どのように供給されるのかは重
要ではない29)。
③ 非課税規定の解釈が， VAT制度全体の基礎にある財政中立性の原則の
要求に合致しなければならない30¥
委員会提案は，これらを反映して，時代遅れとなっている2006年指令の定義
規定を修正し，修正した指令に関する正確な実施規定を導入することを提案し，
保険および金融サービスの非課税の解釈が正しく行われ，明確な定義と経済的
基準によって訴訟が減少し，法的確実性と管理負担の軽減が確保されることを
目的とする31)。その目的の具体化のための指針は，その指令提案前文において
以下のとおり示されている。
課税中立性を確保するために，非課税は，客観的な経済的基準に基づいて，
関係するサービスの性質 (nature) に関連づけられるべきである（前文 (3)。
27) See also supra notes 10, at 9-10. 
28) 保険取引に関しては， seeCase C-349/96 Card Protection Plan Ltd (CPP) v 
Commissioners of Customs & Excise (1999] ECR 1-973, para. 22. 
29) 保険取引に関しては， seeCPP, para 22. See also J oep Seinkels, EU VAT 
Exemption for Insurance Transactions, at 266. 
30) 保険取引に関しては， seeCPP, para. 3. 
31) 指令提案前文(2)および規則提案前文(1)。
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事業者が第三者に業務を外部委託する場合あるいは事業者間で業務を共同負担
する場合に，その業務が非課税に該当するか否かについて不確実性が生じる。
その不確実性を除くためには，保険あるいは金融サービスの構成要素が複合体
(a distinct whole) を構成し，かつ，非課税サービスの特有かつ本質的な特徴を
有する活動は，関係するサービスに適用する非課税に該当することを明らかに
することが適切である（前文 (4)。保険および金融サービスは，同じ様な仲介
の形を採るので，保険の仲介と金融サービスの仲介が同じ方法で扱われること
が適切である（前文 (5)。保険および金融サービスの非課税の現代化は，域内
市場の規定との一貫性を求めるが， VAT非課税の厳格な解釈という要求を守
るため，非課税たる保険および金融サービスの定義は域内市場の規定で定めら
れる定義よりも狭くなる場合がある（前文 (6)。保険および金融サービスの供
給者は，徐徐に，負担する費用に係る VAT仕入税額を正確に課税対象となる
売上に配賦することができるようになる。供給するサービスがフィーベースで
ある場合には，サービスの供給者は，そのサービスに対する課税対象額を容易
に算定することができるので，そのような事業者に課税の選択の可能性を拡大
することは適切である（前文 (7)。国境を超える協力を強化することによって，
保険および金融サービスの供給者は競争性を増し，域内市場の実現に貢献する。
それゆえ，課税中立性の原則の遵守を条件として，関係する事業者は課税の選
択権を与えられ，コストシェアリングに基づいて協力する権利を与えられるべ
きである（前文 (8)。
この指針に基づき，委員会提案は以下のようになされている。
(2) 非課税規定
ここでは，保険取引に関する非課税規定について， 2006年指令の規定並びに
委員会提案における指令および規則の改正案を概観する。その際に， ECJで
の判断がどのように委員会提案に反映されているのかについても，できる限り
触れていく32¥
32) 以下に引用する ECJ判決の内容については，拙稿「保険取引の消費課税上の／
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① 保険取引
2006年指令135条(lXa)は，非課税の対象となる取引を「保険および再保険取
引」と規定する33)。指令提案では，その文言は現行と変わらない34)が，新た
に135条に， (la), (lb)および(le)の規定を追加することを提案する。指令提
案135条(la)では，「(lXa)から(f)で規定される非課税は，保険あるいは金融サー
ビスのいかなる構成要素の供給であっても，それが別個の統一体 (adistinct 
whole) を構成し，かつ，非課税サービスの特有かつ本質的な特徴を有する場
合に適用するものとする。」と規定する。 (la)は，指令提案前文(4)の要請に基
づき，事業者が第三者に業務を外部委託または事業者間で業務を共同負担する
場合の非課税該当性の不確実性を除くために，この条項にあてはまるものは，
関係するサービスに適用される非課税規定に該当する， ということを明らかに
している（この適用についての議論は以下の③Xi)を参照）。ここでいう，「特有
かつ本質的な特徴」については，規則提案13条で，その特徴を有するものと有
＼問題一ECJ判決の分析から一」「租税の複合法的構成一村井正先生喜寿記念論文
集』（清文社・ 2012年） 483頁以下参照。
33) 2006年指令135条(lXa)では，次のように保険取引非課税を規定する。柱書が第 6
次指令と異なるものの保険取引自体の規定に変更はない。
「加盟国は，次に掲げる取引を非課税とする。
(a) 保険および再保険取引。保険ブローカーおよび保険エージェントが行う関
連サービスを含む。」
第6次指令13条B(a)では，次のように規定する。
「他の共同体規定に抵触することなく，加盟国が正確 (correct)かつ直接的に
(straightforward)非課税を適用することを確実にし，かつ，あらゆる脱税
(evasion), 回避 (avoidance),濫用 (abuse) を防止するために，加盟国が定め
る条件に基づき，次に掲げるものを非課税とする。
(a) 保険および再保険取引。保険ブローカーおよび保険エージェントが行う関
連サービスを含む。」
34) 欧州議会修正で「再保険を含む保険」という形で修正がなされている (European
Parliament legislative resolution of 25 September 2008 on the proposal for a 
Council directive amending Directive 2006/ 112/EC on the common system of 
value added tax, as regards the treatment of insurance and financial services 
(COM (2007) 0747-C6-0473/2007-2007 /0267 (CNS)), OJ C 8 E/396)。
35) 規則提案13条 ／ 
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しないものを列挙している35)。続く (lb)では，複合取引が分離して設計され
ている保険要素を含んでいる場合には，保険は， (lXa)により非課税とされる別
個のサービスであるものとする， と規定し， (le)では，物あるいはサービスの
供給が分離して設計されていない信用供与 (grantingof credit) を含む場合には，
信用供与は(lXb)で非課税とされる別個のサービスとはされない，と規定する。
これらの規定は，サービスが複数の要素からなる場合の非課税の適用の可否に
ついて，取引の構成要素に着目し，個々の要素を別個に捉えるか全体で捉える
かを判断する視点を与えている。(la)から (le)の規定は，課税中立性を確保す
るために，非課税は，サービスの性質により判断され，サービスを提供する者
で判断するのではないことを示しており，指令提案前文(3)に応じる。
'¥. (1) 2006年指令135条 (la)の適用上，少なくとも次に掲げるものは，非課税
サービスの特有かつ本質的な特徴を有するものとみなされる。
(a) ポートフォリオ管理
(b) 契約の発行および非課税の保険あるいは金融サービスの顧客の肩書きを
証明する証明晋の発行
(c) 非課税の保険あるいは金融サービスに関する契約の譲渡，更新，改訂，
解約
(d) 保険または金融サービスの供給者または顧客の信用価値の査定を含む信
用格付けサービス
(e) 金融担保の評価
(2) 2006年指令135条(la)の適用上，少なくとも次に掲げるものは，非課税
サービスの特有かつ本質的な特徴を有するとはみなされない。
(a) 保管
(b) 管理業務
(c) 債権回収または取り立て
(d) 法律業務，会計，監査および簿記
(e) 規制遵守に関するサービス
(f) 本人確認，マネーロンダリングおよび不正確認
(g) 紙幣および硬貨の再循環のためのデータ収集サービス
(h) 新商品あるいは新しい機会のマーケティング，調査，識別および開発
(i) ソフトウェアの供給および企画
(j) セキュリティボックスその他のセキュリティの確実なスペースの賃貸
(k) 物あるいはサービスを受ける権利あるいはオプションを保証するサービ
ス
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さらに，指令提案では， 135a条を新設し， 135条(1)に規定される非課税取引
を定義づける。そのうち， 135a条(1)で「保険」を「ー以上の者が，保険料の
支払と引き換えに，リスクが具体化した場合に，ー以上の他の者に，約定によ
り決定される補償あるいは保険給付を提供する義務がある場合のその約定
(commitment)」と規定する。
135a条(1)を受けて，規則提案 2条では，「保険および再保険」に該当する保
険種類を以下の通り具体的に列挙している。
(i) 個人の生命保険または団体生命保険，死亡率リスク (mortalityrisk) ま
たは長生きのリスク (longevityrisk) を保護する場合の保険型退職年金
(pension)および年金保険 (annuity)。それらのリスクには，末期疾患の診
断，重症疾患の診断，健康障害による就業不能，永久的な就業不能，災害
死亡，長期介護の要求を含む。
(i) 疾病による就業不能保険および失業保険。
(ii) 医療保険。
(iv) 危険保険 (perilinsurance)。火災，洪水，自然災害，事故，機械の故障，
犯罪，テロに対する保護を含む。
(v) 賠償責任保険。
(vi) 財務損失に対する保険。
(vi) 再々保険，共同保険，および保険または再保険の保険プール。
(i)に規定される保険型退職年金および年金保険については，死亡率リスクま
たは長生きのリスクを保護する場合には「保険」に該当する（規則提案2条）
が，保護された死亡率リスクまたは長生きのリスクが付随しているに過ぎない
ものについては「金融預金 (financialdeposit)」に含まれるとする（規則提案 5
条(lXh))。
さらに，規則提案14条(1)で，指令提案135a条(1)で定義した「保険および再保
険」の特有かつ本質的な特徴を有するサービスとして， (i)リスクの引受， (i)
リスクと投資の管理， (ii)保険金処理， (iv)売買できない (non-tradable)保険
デリバティブの発行を示している。これらは，指令提案135a条(1)の「保険」の
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概念から抽出される。また，規則提案14条(2)では，損害の査定は，保険および
再保険の特有かつ本質的な特徴を有するサービスとみなされない旨規定する。
以上をまとめると，指令提案135条(lXa)で掲げた非課税たる保険取引につい
て，同135条(la)および(lb)でその要素に着目して判断をすべきことを規定し，
次に， 135a条(1)で「保険」の概念について規定する。そして，規則提案 2条で
「保険および再保険」に当てはまる保険種類を具体的に列挙し（一部当てはま
らないものについては同 5条），同14条で，リスクの引受けをはじめとする
「保険および再保険」の特有かつ本質的な特徴を有するサービスについて規定
している。
指令提案135条(lb)のターゲットたる取引は， CPP事件36)で問題となった
取引に近い。 CPP事件では， CPP(Card Protection Plan Ltd)はクレジットカー
ド所有者にカードの紛失・盗難による金銭的損害 (financialloss)および不自由
(inconvenience) に備えるカード保護プランを保険会社の一括保険保護を利用し
て提供していたが， CPPによる当該プランの供給に関して，複数の要素から
なる取引が単一の供給とみなされるか否かが争われたものである。指令提案
135a条(1)は， CPP事件での「保険取引の本質は， 一般的に理解されているよ
うに，保険者が，保険料の先払いを対価として，付保されたリスクが具体化し
た場合に，契約締結時に合意したサービスを被保険者に提供することを引き受
けることである」37)という判示事項を受けた形の規定ぶりになっている。さら
に， CPP事件では，複合取引が主要部分と付随部分で構成される場合には単
ーの供給とされ，あるサービスがそれ自体顧客の目的を構成せず，主要なサー
ビスをより良く享受する手段を構成する場合は，当該サービスは主要部分に付
36) Case C-349/96 Card Protection Plan Ltd (CPP) v Commissioners of Customs & 
Excise [1999] ECR 1-973. 
37) See CPP, para. 17, Case C-240/99 Forsakringsaktiebolaget Skandia (publ) [2001] 
ECR I-1951, para. 37, Case C-8/01 Assurand0r-Societet, acting on behalf of 
Taksatorringen, v Skatteministeriet [2003] ECR 1-13711 T, para. 39 and Case 
C-242/08 Swiss Re Germany Holding GmbH v Finanzamt Mi.inchen fur 
Korperschaften [2009] ECR I -10099, para. 34. 
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随する部分とされる旨を判示する38)。この点は，規則提案 5条において規定さ
れている保険型退職年金および年金保険の取扱いに繋がる。つまり， リスクの
保護が付随しているにすぎない場合は，その保険性を捨象し，主要な部分の性
質に基づく種類（規則提案では金融預金）に分類され，それに応じて課税ある
いは非課税取引に区分されることになる。保険該当性を判断する際に，その
サービスの性質，特有かつ本質的な特徴に着目した判断がなされていることが
わかる。 一方で，サービス提供の主体（例えば保険会社）については何ら問う
ていない。CPP事件では，保険取引が保険者自体によって行われるものだけ
でな<'保険者でなくとも一括保険証券に関連して付保されたリスクを負担す
る保険者の供給を利用することで自己の顧客のために保険保護を調達した納税
者による保険保護の提供も保険取引に含めている39)。
規則提案14条(2)にいう損害の査定については， Taksatorringen事件40)が関
係しよう。 Taksa torringenは中小の保険会社から成る協会であり，自動車損
害壺定をメンバーの代わりに行うことを目的とし，そのメンバーのための損害
の査定サービスが「保険取引」あるいは「保険ブローカーおよび保険エージェ
ントが行う関連サービス」に該当するかが争われた。本件では，自動車損害査
定そのものについての保険の該当可能性については触れてはいない。保険取引
の該当性については，保険サービスの提供者とリスクが保険によって保護され
る者（被保険者）との間の契約関係の存在を問うている41)。また，保険ブロー
カーおよび保険エージェントが行う関連サービスについても保険者と被保険者
双方と関係を有することが問われている42)。しかし，規則提案14条(2)の規定に
よると，上記関係の存在の有無を問うことな<, 自動車損害査定は保険に該当
38) See CPP, para 30. 
39) See CPP, para. 17, 22 and Case C-240/99 Forsakringsaktiebolaget Skandia (pub!) 
[2001] ECR 1-1951, para. 37-38. 
40) Case C-8/01 Assurandor-Societet, acting on behalf of Taksatorringen, v Skat-
teministeriet [2003] ECR 1-13711 T. 
41) para. 41. 
42) para. 44. 
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しないことになり，その結果，保険ブローカーおよび保険エージェントが行う
関連サービス該当性について検討する余地はなくなる。
② 仲介 (intermediation)
指令提案では， 135条(1)(a)に規定されていた「保険ブローカーおよび保険
エージェントが行う関連サービス」の文言が同条項から削除され，別途同条項
(f)として，保険および金融取引の仲介を一括した「(a)から(e)にいう保険および
金融取引の仲介」という形で規定されることになる。このように，指令提案で
は，保険および金融取引の仲介を一括して規定している。委員会は，保険およ
び金融サービスの仲介が同様の形態を採ると考え，両者の仲介を同じ方法で扱
うことを求めていることから（指令提案前文 (5))' それを反映した形での規定
ぶりとなっている。指令草案の詳説では，保険サービス市場が金融サービス市
場と益々競合してくると，仲介の形態も同じあるいは同様であることが要請さ
れ，保険サービスの仲介および金融サービスの仲介は等しく扱われるべきであ
る， とした上で，仲介サービス自体がすでに関連サービスであるため仲介に関
連するサービスは非課税の便益を受けないが，仲介サービスの下請けは非課税
とされる， との見解が示されている43¥
指令提案135a条(9)では「保険および金融取引の仲介」について，「第三者で
ある仲介人 (intermediaries)により， 135条(lXa)から(e)にいう保険あるいは金融
取引に関する別個の，直接あるいは間接的な取次ぎ (mediation)活動として提
供されるサービスの供給をいう 。ただし，仲介人がこれらの保険あるいは金融
取引の契約の相手方ではない場合に限る。」と規定する。ここでいう間接的な
取次ぎ活動について， BeheerBV事件44)が判示している点が関連する。
Beheer BV事件は， J.C.M. Beheer BVが保険契約者に対して他の保険エー
ジェントのサブ・エージェントとして保険者の代理で間接的に活動する場合の
43) Peter Landon FCA, CT A, VAT and the City : Banking, Finance and Insurance 
Sixth Edition, 2007, at 368. The Fifth Recital to the draft Directiveの原文を現時
点までに入手することができなかったが，今後も入手の努力をしていきたい。
44) Case C-124/07 J.C. M. Beheer BV v Staatssecretaris van Financien [2008] ECR 
I-2101. 
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そのサービスの供給に非課税の適用があるかについて争われた事件である。
ECJの判断は，保険ブローカーあるいはエージェントが保険あるいは再保険
契約の当事者と直接的な関係を有しないが，その当事者の一方と直接的な関係
にあり，かつ，その保険ブローカーあるいはエージェントと契約関係を有する
他方当事者たる納税者の仲介を通じて当事者と間接的な関係を有する場合は，
非課税の適用ができる，とされた45)。つまり，直接的に提供される場合だけで
なく，間接的に提供される場合でも仲介に該当する場合がある，とする。
規則提案11条では，「保険および金融取引の仲介」の定義には，少なくとも，
(i)商品の条件に関する交渉を含むサービスの供給， (i)株式仲買および住宅
ローンブローカーは含まれると規定する。併せて，含まれないものとして，い）
コールセンターによって提供される規格化されたサービス， (i)ブランド運営
(hosting), ウェブ運営その他のウェブサービスあるいは運営サービス，および
(i)広告その他の情報サービスを挙げている。
指令提案での「仲介」は，「仲介人」が保険および金融取引の取次ぎ活動を
行う場合のそのサービスの提供を対象とする。 ECJでは，「保険ブローカーお
よび保険エージェント」と「仲介人」の文言を明確に区別していたが，指令提
案では，「仲介人」という文言に集約されている。 CPP事件の Fennelly法務
官の意見によると，条文に「保険仲介人」のような一般的な用語を使わないこ
とにより，保険を手配する際にたまたま含まれる仲介を含めないことを表して
いる，とされる。「保険ブローカーおよび保険エージェント」と規定すること
で，それらの者がその専門的活動により保険会社と保険を求める者とを結びつ
けるサービスに非課税の範囲を限定することになり，結果として非課税に制限
をかけることになる46)。この ECJの態度は，指令提案の条項からは推察し難
いが，規則提案10条(1)に反映されている。規則提案10条(IXa)は，仲介は保険お
よび金融サービスの供給者と消費者を結びつける権限を有するべきことを規定
45) para. 29. 
46) Opinion of Advocate General Fennelly delivered on 11 June 1998 in Case 
C-349/96, para. 32. 
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し，同(b)は，その活動により保険の権利義務の発生，継続，変更，消滅が生じ
ること，同(c)は，保険および金融サービスの専門知識を反映するアドバイスの
提供という活動であることを要求する。少なくともこれらの条件の 1つ以上を
充足する場合に，指令提案135a条(9)にいう別個の取次ぎ活動を構成する。これ
により， Fennelly法務官の意見にある，非課税の範囲を画する際に要求され
る仲介人の専門性と保険会社と保険を求める者とを結びつける権限が，指令提
案135a条(9)の解釈に依らず，規定上に直接明示されることになる。
規則提案10条(1)(a)については， ArthurAndersen事件47) に同様の趣旨の判
示事項がある48)。ArthurAndersen事件では，納税者が一定の報酬を対価とし
て保険分野の専門家である有資格者の協力のもと保険に関連する実際の活動の
ほとんどを引き受け，原則として保険会社が保険契約を締結する決定を行い，
エージェントとの契約の維持そして必要に応じて被保険者との契約の維持をす
るという内容の合意を保険会社と締結する。その保険契約が保険会社の名前で
締結され保険リスクはその保険会社が負う場合に，その納税者がその合意の締
結により引き受けるバックオフィス活動は，「保険ブローカーおよび保険エー
ジェントが行う関連サービス」といえるかが争われた。本件では，問題となっ
たバックオフィス活動が，保険会社の活動の本質に貢献するが，保険エージェ
ントの報酬の設定および支払，それらとの契約の維持，再保険に関する取扱い
並びに保険エージェントおよび課税当局への情報の提供のように明らかに保険
エージェントの活動ではない特有の側面を持つ49)一方で，潜在顧客の発見や
保険者の紹介のような保険エージェントの仕事の本質的な面が明らかに欠如し
ている50)場合には，保険ブローカーあるいは保険エージェントが行う関連
サービスに該当しないと判示された。
規則提案10条(lXc)に関連して，先の Taksatorringen事件では，「保険ブロー
47) Case C-472/03 Arthur Andersen & Co. Accountants c.s. [2005] ECR I-1719. 
48) See also Taksatorringen, para. 44. 
49) See Arthur Andersen, para. 35. 
50) See Arthur Andersen, para. 36. 
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カーおよび保険エージェントが行う関連サービス」は，保険者と被保険者双方
と関係を有する専門家によって提供されるサービスのみをいう，とされてい
る51)。1977年保険指令52) 2条(1)は，保険ブローカーおよび保険エージェント
のそれぞれの専門的職業活動の内容について規定している。本件では，保険指
令2条(lXa)にいう保険ブローカーの活動について，保険契約の管理および履行
の支援は，保険および保険会社を求めている者を紹介することおよび保険契約
を準備し締結することを含み，同(b)の保険エージェントの活動について，保険
者に損失を被った被保険者に対して法的責任を負わせる権限を含むと，判示し
た53)。後者の判断について， ArthurAndersen事件の判断では，そこまで踏み
込んだことは特築すべきことであるとしながらも，保険者に責任を負わせる権
限の存在が保険エージェントの認識のための決定的基準とは判例法からは推認
できず，むしろ，問題となっている活動が何を包含しているのかを検討すべき
であるとする54)。規則提案10条(1)は3要件のうちの一つの充足を要求している
ことから，現行では専門性を有しない場合でも指令提案135a条(9)にいう取次ぎ
活動に該当しうる。
また，規則提案10条(2)では，同条(1)に該当しない場合で，ある者が事前の指
示に基づいてサービスを提供するようなやり方で，サービスが規格化されてい
るときは，指令提案135a条(9)の適用上，別個の取次ぎ活動を構成しない， とし
ている。
③ その他
保険および再保険サービス（保険および再保険契約の包括移転並びに保険お
よび再保険支払金の処理を除く）の定義の問題は，通貨交換および資金供給の
51) See Taksatorringen, para. 44 and Beheer BV, para. 20. 
52) Council Directive 77 /92/EEC of 13 December 1976 on measures to facilitate the 
effective exercise of freedom of establishment and freedom to provide services in 
respect of the activities of insurance agents and brokers (ex !SIC Group 630) and, 
in particular, transitional measures in respect of those activities. 
53) See Taksatorringen, para. 45. 
54) See Arthur Andersen, para. 32. 
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定義を含む他の問題とともに，理事会の作業部会で議論され，その多くが仮合
意に達している55)。2011年 6月1日の作業部会で，ハンガリー議長は，潜在的
に存する 4つの重要な未解決の問題として， (i)保険および再保険契約の包括
移転， (i)外部委託， (i)投資ファンドの管理， (iv)デリバティブを指摘した56¥
ここでは， (iv)以外の問題について，作業部会での議論の流れを中心に簡単に
触れておく。
(i) 保険および再保険契約の包括移転
保険および再保険契約の包括移転の問題については， ECJでは SwissRe事
件57)で判断が示されている。 SwissRe Germany Holding GmbH (以下，
Swiss Reという。）は， ドイツで設立された再保険業を営む会社である。包括
移転契約に基づき， SwissReが同じグループ会社に属する S保険会社に195の
生命再保険契約を包括移転した場合に，保険契約者の承認を得て， S保険会社
が SwissReの非課税とされる再保険活動を引継ぎ， SwissReの所在地で非課
税とされる再保険サービスを保険契約者に供給するときは，そのような譲渡は
再保険取引に該当するのかが争われた。本件では，生命保険および再保険契約
の包括移転は，「保険取引」の特徴を有さず， SwissReは被保険者との法的関
係もないので，課税取引とされる， と判断された58)。
現在の VAT指令のもとで，信用契約の包括移転はほとんどの加盟国で非課
税であると解釈されている (2006年指令135条 (1)59)。信用あるいは保険サー
ビスの要素を有する複合取引の課税上の取扱いについて， VAT指令の規定は，
想定される事業計画 (businessscenarios)すべてを反映するにはあまりにも融通
が利かないため，別々に規定すべきではない， という見解で代表者間の合意に
55) Draft Presidency progress report on Proposals for a Council Directive and 
Regulation as regards the VAT treatment of insurance and financial services 
(11092/1), 6 Jun 2011, para. 8. 
56) Id., para. 12. 
57) Case C-242/08 Swiss Re Germany Holding GmbH v Finanzamt Mi.inchen fir 
Korperschaften (2009] ECR I-10099. 
58) para. 37-39. 
59) Supra note 55, para. 12. 
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至っている60)。競争の歪みを避けるために，保険契約の包括移転も非課税であ
るべきだという見解が多数である一方で，少数意見として，提案の当初の目的
に一致しない非課税範囲の拡大を必然的に伴うとの指摘がある61)。2011年10月
26日の HLWP(the High Level Working Party)での議論の結果，保険および再保
険契約の包括移転と信用契約の包括移転が VATの適用上等しく扱われるべき
であり，両方とも VAT非課税にすべきだとする指針に積極的な意見が多数と
される62)。SwissRe事件で判示された内容とは異なるが，課税中立性の側面
を重視した見解となっている。
(i) 外部委託
現行の VAT指令では，金融および保険サービスの供給者によって外部委託
されたサービスの取扱いについて規定を定めていない。ECJはこれに関して
根拠をいくつか示しており， ECJのこれらの判断は，各加盟国において異
なって解釈されてきた。作業部会に参加している代表国の中には，外部委託の
非課税は，非課税の保険あるいは金融サービスのすべての特有かつ本質的な機
能を実質的に満たすようなサービスのみをカバーすべきであると狭義の範囲を
主張する国もある。 一方で，保険および金融サービスの核となる機能の少なく
とも一つを有するサービスが含まれるような，より広範囲のサービスを非課税
にすべきとの主張も存する63)。
2011年10月26日の HLWPでの議論の結果，議長の見解では，明らかな進展
が外部委託に関する作業で達成されており，代表者の多数が，外部委託の非課
税は金融あるいは保険の性質に関するサービスについてのみ保証されるべきだ
として，狭義の範囲を支持している， とする。少数派は，部門の競争の歪みを
避けるために，外部委託された金融および保険サービスの非課税について，広
60) Supra note 55, para. 8. 
61) Supra note 55, para. 12. 
62) Presidency progress report on Proposals for a Council Directive and Regulation 
as regards the VAT treatment of insurance and financial services (18650/11), 14 
Dec 2011, para. 8. 
63) Supra note 55, para. 12. 
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範な適用を支持している64)。
(i) 投資ファンドと保険型退職年金ファンド
委員会は，指令の現代化の議論で，指令に貰かれている財政中立性の原則は，
租税が競争上の歪みを創出することを避けるために働くのであるが65),異なる
金融サービスが競合している場合に，不均衡な税制改正は異なる投資オプショ
ン間（例えば生命保険と投資ビークル）の消費選好に影響を及ぼすことになる，
と指摘する66)。理事会は， 2011年に，投資ファンドおよび保険型退職年金ファ
ンドについて，利用可能なオプションが考慮されるように，規制環境上の改正
の全般的な効果について報告するよう委員会に依頼し67),投資ファンドと保険
型退職年金ファンドの管理に関する定義について検討を続けている68)。
2011年10月26日の HLWPでの議論の結果，加盟国の多くは，法的形式およ
び事業構造に関わらず，生じうる競争の歪みを避け，ファンドの管理面で人為
的な負担を生み出さないように，ファンドの管理について非課税を適用し，投
資ファンドと保険型退職年金ファンドを等しく取扱うことを支持した69)。加盟
国の中には， 一定のタイプの保険型退職年金ファンドは，投資ファンドとその
性質に差があり，その観点から非課税にすべきではないとの主張もある70)。さ
らなる議論が必要とされ，審議継続中である。
(3)検討
規則提案は，共同体全体の取扱いの一貫性を保持するために，適用上の問題
に応える規定を制定することを目指し，指令で使用される文言の定義規定を置
いている。その方法は列挙方式で，文言に該当するものを「少なくとも」とい
64) Supra note 62, para. 8. 
65) Supra note 10, at 18. 
66) Supra note 10, at 18. 
67) Press Release on 3045th Council meeting of Economic and Financial Affairs 
(PRESSE 301, 16369/10), 17 Nov 2010, at 7-8. 
68) Supra note 62, para. 8. 
69) Supra note 62, para. 8. 
70) Supra note 62, para. 8. 
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う形で最低限の列挙をし，あわせて該当しないものも列挙している。「少なく
とも」という表現を使うことにより，ここで特定されないサービスは非課税で
あることを暗示する71)とされるが，明示されていないものの非課税規定の適
用については不確実性が残る可能性がある。金融サービス市場は複雑であり，
新商品の開発が繰り返される中で，規則で非課税が適用あるいは除外される事
例を列挙しても，すべてを網羅することはできないからである（規則提案前文
(3)。この規定の仕方は，当座は適切であったとしても，新商品の開発に伴い
即座に時代遅れとなることもありうる。新商品に適用可能な非課税サービスに
関する重要な原則あるいは特徴を確認することが長期的にみて有用であるとの
指摘もある72)。委員会は， ECJの判例法で発展してきた基準（本章(1)①から
③)を踏まえて，問題のサービスが当事者の財政状況あるいは法的状況を非課
税取引に変えてしまうものなのか，または単なる物質的あるいは技術的供給に
過ぎないのかを考慮すべきであるとする （規則提案前文 (4)。
EESC (European Economic and Social Committee欧州経済社会評議会）は，
委員会提案を受けて，法的確実性をさらに追求し，加盟国とともに定義のさら
なる明確化の作業を続けるよう求める73)が，追及のあまり規定が乱雑になる
こと，そして保険および金融サービスの未だ知られていない言外の意味
(unknown implications)が列挙規定で特に言及されずに存在しうることを懸念す
る74)。定義は商品の発展に応じて新しい商品に適用されうる方法で起草される
べきであるとの見解があるが75), 将来開発される商品についてまで事前に予測
し，それを踏まえた包括的な規定を設けて完璧な網をかけることは難しい。ま
71) Greg Sinfield, All Change New VAT rules for insurance and financial services, 
The Tax Journal, Feb 2008, at 8. 
72) Id., at 8. 
73) Opinion of the European Economic and Social Committee on the Proposal for a 
Council directive amending Directive 2006/112/EC on the common system of 
value added tax, as regards the treatment of insurance and financial services COM 
(2007) 747 final-2007 /0267 CNS (2008/C 224/28), para. 4.2. 
7 4) Id., para. 4.3. 
75) Supra note 71, at 7. 
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た，委員会提案によると，保険型退職年金および年金保険のように，私法上あ
るいは規制上一つの種類の取引であっても， VAT非課税の適用上，リスクの
付随の程度によって異なる非課税取引の種類に分別される76)。CEA(Comite 
Europeen des Assurances)は，保険の定義は基本的にリスクの存在に依るべきで
あり，規則提案はリスクの付随の程度によって分別するため適切ではなく，保
険の定義に矛盾する， と指摘する77)。そして，委員会提案の規定の網羅性の懸
念から， VAT非課税の適用上，保険とみなされる活動を列挙するには，欧朴l
保険監督指令（損害保険および再保険指令並びに生命保険指令78)) を参照にす
べきであるとする79)。委員会は，保険および金融サービスの非課税規定の現代
化において，域内市場の規定との一貫性を求めるが， VAT非課税の厳格な解
釈という要求を守るため，非課税たる保険および金融サービスの定義は域内市
場の規定で定められている定義よりも狭くなる場合があるとする（前文 (6)。
一方で，規則提案10条にいう取次ぎ活動は1977年保険指令にいう保険ブロー
カーおよび保険エージェントの専門的活動よりも範囲が広くなる， という場合
もある。
VAT指令の非課税規定は，その目的が加盟国間の VATシステムの適用上
のバラッキを回避することにある共同体法の固有概念を構成する， というのが
確立された判例法である80)とすれば，このような私法上あるいは規制上の概
念との相違は生じうる。その結果として，非課税規定の解釈および適用につい
ての問題を引き起こす要因のひとつとなる。委員会は，規定の現代化を図り，
76) See supra note 73, para. 4.6. 
77) CEA position update on modernizing VAT obligations for financial services and 
insurance, Mar 2008, at 2. 
78) e.g. Second Council Directive 88/357 /EEC of 22 June 1988 on the coordination 
of laws, regulations and administrative provisions relating to direct insurance other 
than life assurance and laying down provisions to facilitate the effective exercise 
of freedom to provide services and amending Directive 73/239/EEC, OJ L 172 of 
4 Jul 1988 etc. 
79) Supra note 77, at 3. 
80) See CPP, para. 15 and Case 348/87 Stichting Uitvoering Financiele Acties v 
Staatssecretaris van Financien [1989] ECR 1737, para. 1. 
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法的確実性を確保するため，詳細な規則提案を行い，問題解決に向けての努力
を行っている。ECJへの提訴が多い理由でもあろうが，加盟国は現行の規定
を様々に解釈しているため，委員会提案についての議論に際しては，各加盟国
はそもそも異なる見解から議論を始めることになる81)。しかし，ハンガリー議
長は，委員会提案の審議の過程において，この解釈の相違にかかわらず，公平
な条件は定義の現代化を通じて達せられるべきであるという共通の理解がある，
との見解を示している。そして，規定を調和するためには，妥協による折り合
いなしに達成することは困難であり，公平な条件，部門の競争性，財政上の影
響などの複雑な側面を注意深く比較衡量することが要求される82), とする。
わが国を鑑みると，共同体としての視点，保険税の存在など EUにおける
保険取引の VAT非課税を再考する前提とはかなり異なる。わが国では，非課
税の対象を，「保険料を対価とする役務提供」と規定し（消費税法6条，別表
第一第3号），通達において保険代理店手数料又は保険会社等の委託を受けて
行う損害調査又は鑑定等の手数料は課税対象となる旨が規定されている（消費
税法基本通達 6-3-2)。EUの VAT指令同様簡単な規定ぶりであるが，わ
が国において保険取引非課税についての訴訟は現時点では見当たらない。とは
いえ， EUで生じているような問題が潜在的には存在しているのかもしれない。
また，さらなる保険商品の発展，他の金融商品との融合により新たに解釈上の
問題が生じるかもしれない。ECJ判決を踏まえての委員会提案の内容および
そこでの議論は，そもそも消費税法上，非課税とすべき保険とは何か，という
問題の指針にもなり，前提が異なると言えども，わが国の今後の保険取引への
消費課税の在り方を検討する際に有益となろう 。
【3】 課税の選択権
(1) 委員会提案前の議論
現行の VAT指令は，金融サービスを非課税として扱う結果生じる税の累積
81) Supra note 55, para. 12. 
82) Supra note 55, para. 12. 
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等の本質的な問題を避けるため，加盟国に課税の選択の導入を任意で認めてい
る83)。しかし， VAT指令は，課税の選択の適用の射程およびその適用方法を定
義していないため，導入している加盟国では様々な方法を採用している84)。こ
のことが，金融取引への課税の選択を導入している加盟国が少ない原因でもあ
るとされている85)。現在， EU27カ国で導入されているのは， ドイツ，ベル
ギー，フランス，オーストリア，エストニア，リトアニアの 6カ国のみであ
る86)。課税の選択の厳格な枠組みがないため，その適用に際して加盟国に裁量
を認めることになり， VAT制度および金融サービスに関するヨーロッパでの平
等な競争条件を構築するという委員会提案の目的が達成できない点が指摘され
ている87)。また，加盟国間の法規の違いは，欧州単一市場で国境を越えて営業
する企業に相当のコンプライアンスコストを課すことになり，協調された VAT
制度という理想に逆行するとされる88)。保険業界では，課税の選択の導入によ
り，すべての加盟国に一貰した VATの取扱いを持つ汎ヨーロッパ商品を設計
することが難しくなるという懸念がある89)。この指摘の根底には，課税の選択
の不均一適用は EU保険市場の統一化に反するという考えがあるものと思わ
れる。
実際に，委員会は， 1987年に非課税の金融取引に関する課税の選択の廃止を
求める提案をしている90)。その当時の課税の選択の導入国は， ドイツ，ベル
ギー，フランスに限られ，その適用方法も 3カ国間で相当の差があった。この
ため，課税の選択は域内市場を完成させてサービスの供給の自由を達成すると
83) Rita and Ben, supra note 13, at 182. 
84) Adrian Ogley, Principals of Value Added Tax, 1998, at 96. 
85) Id., at 96. 導入国が少ないその他の理由として，課税の選択を導入することによ
る加盟国の歳入の減少も挙げられている。SeePeter R. Merrill, VAT Treatment 
of the Financial Sector, Tax Analysts, 2011, at 169. 
86) Peter R. Merrill, Id. at 169. 
87) Supra note 71, at 9. 
88) Supra note 84, at 96. 
89) Supra note 71, at 9. 
90) Proposal for a Council Directive completing and amending Directive 77 /388/ 
EEC-Removal of fiscal frontiers-, COM (87) 322 final/2, 1987, at 4-5. 
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いう VAT制度の目的とは矛盾する状況にあった91)。この1987年提案の前段に，
委員会は，課税の選択が導入されている 3カ国でその方法が異なっている状況
について，「このような状況は，原則としてすべての取引が実質的には非課税
とされる部門では，特に，指令の全体目的に反する。非課税は課税中立性の原
則から外れるとしても，租税公平の原則のようなその他の基本原則に反する選
択スキームを導入する理由にはならない。」として課税の選択について消極的
見解を示している92)。
このような廃止提案が委員会から提出されたにもかかわらず，現在まで金融
取引に対する課税の選択の制度は存続し，今回の指令提案ではその適用範囲が
拡大する。
(2) 課税の選択
一定の非課税金融取引について，加盟国は，課税の選択権を納税者に認める
ことができる (2006年指令137条(lXa))。保険取引についてはその選択は認めら
れていない。そして，加盟国が課税の選択の実施規定を定めるものとし（同条
(2)第 1文），その選択権の範囲を制限することができる（同条(2)第 2文）。
加盟国が課税を選択する場合の適用方法は， EU加盟国間でかなり異なるが，
それは次のように整理されている93¥
① 適用取引の類型（選択は非課税の金融取引すべてに，あるいは特別な取
引のみに適用するのか）
② 金融サービスの購入者の VAT上の地位 (B2B取引のみか， B2C取引
にも適用するのか）
③ 選択が適用される取引の数（供給者はすべての取引について選択しなけ
91) Id., at 4-5. 
92) First Report from the Commission to the Council on the application of the 
common system of value added tax, submitted in accordance with Article 34 of 
the Sixth Directive (77/388/EEC) of 17 May 1977, COM (83) 426 final, 1983, at 27. 
93) Rita and Ben, supra note 13, at 183. 実際に導入している 6加盟国の制度の概要
については， Seealso Rita and Ben, at 196-198. 
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ればならないのか否か，供給者ごとのオプションによるのか，取引ごとの
選択を認めるのか）
④ 国境を越える取引の扱い（国内国外の両方，あるいは国内のみか）
⑤ 適用可能期間（選択が取り消し可能か否か）
指令提案では， 137条(lXa)を削除し， 137a条を新設して，保険取引を新たに
対象に組み入れ，課税の選択を認めることを提案する（指令提案137a条(1))。
現行指令では，加盟国が課税の選択制度の導入を任意に選択することができ，
導入した加盟国の事業者についてのみ課税の選択が認められることになる。 一
方，指令提案では，加盟国は課税の選択制度を強制的に導入しなければならず，
事業者は常に課税の選択が認められることになる94)。また，適用方法も，現行
では加盟国が実施規定を定めることとしているため一貰性がなく，上述のよう
に加盟国間での取扱いが区々となり，競争上の歪みが生じることとなっていた。
これを回避するため，指令提案では， 397条で規定される手続に従って，理事
会が課税の選択権の実施に必要な措置を講じるものとされ，理事会がそのよう
な措置を講じない場合には，加盟国は現行の選択権の実施規定を維持すること
ができることとされている（指令提案137a条(2)。指令提案によると，加盟国
では課税の選択制度が強制的に導入され，その際の適用方法は理事会が決める
ので，課税の選択の EU全域内での統一的な適用が可能となる。
(3) 保険取引への適用
第6次指令立案に際して，金融サービスの VATを非課税とすることは，国
内消費に部分的な税の累積をもたらし，完全な輸出免税を妨げるため，課税中
立性を阻害することは明らかであった。そのため，第 6次指令は，加盟国に金
融サービスの課税の選択権を保証した95)。VAT指令では，加盟国が課税の選
94) Supra note 67, at 7. 
95) 第6次指令13条Cは，次のように規定する。
「加盟国は，次の場合には，課税の選択権を納税者に認めることができる：
(a) 不動産の貸付および借入
(b) 上記B(d),(g), (h)でいう取引 ／ 
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択権を導入する場合には，その適用は納税者の選択によるものとする96)。この
課税の選択は，保険には認められていない。この点について，論理的に金融部
門と保険部門間の相対的な立場に相違はない（両者とも非課税供給であり，事
業部門および個人を含む非事業部門へ同じ様に供給を行うなど）にもかかわら
ず，保険に課税の選択が適用されてないことから，それは，「奇妙な事実
(curious fact)」であるという指摘もされている97¥
課税の選択が保険に適用されない理由の一つとして，保険税の存在が考えら
れる。第 1次指令98) 1条で，当時実施されていた取引高税 (turnovertax) に
代えて共通の VATを導入する旨を規定している。この目的の一つには，
VATを導入することで，取引高税によって生じていた競争上の歪みを排除す
ることにあった99)。同指令により取引高税は廃止される一方で，第 6次指令33
条では，相当の歳入を創出し，非課税による VATの不足を埋め合わせる税を
存置することを加盟国に認めている JOO)。その結果，保険については，保険税
の維持あるいは導入が認められている。
EESCは， 一般化された課税の選択の導入に積極的であり， VATが取り戻
＼ 加盟国は，この選択権の範囲を制限することができ，その利用の詳細を決め
るものとする。」
13条B(d)は金融取引である。
96) Supra note 84, at 96. 
97) James Dixon, Option to Tax Financial Services-Part 1, VAT Monitor, 1991, at 9. 
98) First Council Directive of 11 April 1967 on the harmonization of legislation of 
Member States concerning turnover taxes (67 /227 /EEC). 
99) 第3次指令 (ThirdCouncil Directive 69/ 463/EEC of 9 December 1969 on the 
harmonisation of legislation of Member States concerning turnover taxes-
introduction of value added tax in Member States (69/ 463/EEC))前文。2006年指
令前文(4)においても，域内市場確立の目的達成には，競争条件を歪めることのない，
あるいは物およびサービスの自由移動を妨げない取引高税に関する法律を加盟国で
適用することを前提にしている。さらに，国家レベルあるいは共同体レベルでも，
競争条件を歪める要因をできる限り取り除くような VATシステムによって，取
引高税に関する法律の協調を達成する必要があるとする（第一次指令前文にも同様
の記述がある。）。
100) Supra note 84, at 105. 
- 239・- (1539) 
関法第62巻第4・5号
せる場合には， B2B取引においてメリットがあるとする。しかし，保険サー
ビスについては，次の通り，特別な配慮を求めているJO])。保険契約は，どの
ような法が契約に適用されようとも，リスクが所在する加盟国で，保険料への
間接税およびこれに類する課徴金 (parafiscalcharges) に服することになる102)0 
課税庁が保険税という VAT以外の税を課す限りは，保険会社が特に B2C市
場で課税の選択を適用するとは考えられず，また，保険料への課税の廃止は加
盟国の歳入減少となるので，課税庁が保険税を廃止あるいは軽減をする可能性
は低く，この点に関する議論が必要であるとされる103)。その上で，理事会が，
保険および金融サービスヘの課税の選択をする際の適用基準について示し，加
盟国および事業者間の競争の歪みを生じないように，加盟国が均一の条件で実
施することを求めている 104)0 
VATの非課税対象は「保険取引」であるが，保険税の課税対象は「保険契
約」である。VATの保険取引の範囲は保険契約を包含するため， VATの非
課税範囲は保険税の課税範囲よりも広<'最終消費者が VATと保険税を重複
して負担することが無いように設計されている。保険税が VAT非課税による
保険サービスの限定された課税を「補う (topup)」ためであることを考慮する
と，保険取引に課税の選択を認める場合には保険税を継続する有効な理由はな
くなるとの指摘もある J05)0 
(4)検討
保険商品と金融商品との競合の問題を考える際には，消費課税の枠組みの中
101) Supra note 73, para. 4.9. 
102) EU域内の損害保険市場の自由化のための損害保険第二次指令25条，第三次指令
46条，生命保険統合指令50条。一般に保険税が該当すると思われる。保険税の税率
は，加盟国間および保険の種類間でかなり異なっており， EU全体にわたる協調
(coordination) の必要性についての問題が生じると指摘する (supranote 73, para. 
4.9)。
103) Supra note 73, para. 4.9. 
104) Supra note 73, para. 4.10. 
105) Peter Jenkins, Option to Tax Transactions, The Tax Journal, Oct 2008, at 19. 
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で租税が競争の阻害要因とならない配慮をする必要がある。EUでは，保険の
場合は他の金融取引と異なり， VATに加えて保険税が課される（可能性があ
る）ため，他の金融取引と全く同列に議論することはできない。しかし， EU
において実施可能な保険税の存在は，わが国の保険取引への消費課税について
EU法を参考にする場合に注意しなければならない。EUでの VAT現代化の
議論の中で，保険税は保険部門に影響を与える租税であり ，保険部門に影響を
与えるような VATの制度改正をするときは， VATと保険税との相互作用を
考慮に入れなければならない，とされる 106)。これは，課税の選択権の導入に
関する議論で，特に問題視されている点である。わが国にはこのような保険税
の制度はない107)が，制度設計としては，消費税の原則保険非課税を存置した
上で事業者へ課税の選択を認める方法もあり得るため，わが国の保険取引への
消費課税のあり方（いわゆる消費税単体の問題ではなく）を EUの動きを踏
まえて考慮する際は， EUの VATと保険税を全く切り離して議論することは
できないであろう ]08)。
課税の選択を保険取引に適用する場合，支払保険金が不課税のままであると
課税が過重になる。純粋保険 (pureinsurance) と生命保険および年金を区別
し，純粋保険は支払保険料を売上として，保険金の支払いを仕入れとみなして
VATを計算することができるが，生命保険および年金には，貯蓄要素が存在
するので， VATの適用が複雑になるとする見解がある 109)。一方で，保険取引
は，消費税の適用上課税対象とすることになじまないとされる ]JO)。それは，
106) Supra note 10, at 4. 
107) ただし，法人事業税について，生命保険業および損害保険業は，各事業年度の収
入金額を課税標準として外形標準課税がされている（地方税法72条の12)。ただし，
収入金額は，保険種類ごとに定められた率を保険料に適用した金額である（地方税
法72条の24の2第2項及び第 3項）。
108) 保険税の検討については，別稿を予定している。差し当たり，損害保険事業総合
研究所編「諸外国における保険に関わる税制について」(2011年） は，欧米の保険
税制について詳細に調査，報告されたものであり，有用である。
109) Rita and Ben, supra note 13, at 171. 
110) 税制調査会編「一般消費税特別部会報告」 (1978)大蔵省印刷局 7頁以下。
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すなわち， VATの課税方式であるインボイスによる税額控除方式になじまな
いといえ，その次善の策として保険取引を非課税とするといえるのではない
かlll)。わが国においては，いわゆるアカウント方式を採るため，その税額算
定方式の違いを考慮して， EUにおける動きとは異なる検討の余地もある。例
えば，ニュージーランドが採用するような支払保険金についてみなし仕入税額
控除を行うことなどの検討が必要となろう 112)0 
お わりに
ある論者によれば， EUにおける VATの歴史は，立法上および政策上の妥
協の歴史であり，これまで実際の改革を成し遂げるのに失敗してきているが，
現在の新たな取り組みがうまくいくかどうかは，欧州委員会が実際の改革のた
めに現在の経済危機を利用することができるか否かである，とする J13)。わが
国においても財政問題は看過できない喫緊の問題であり， EUにおける金融危
機に直面しての VATの検討議論も参考になる。そこでは，税率の引き上げよ
りもむしろ中立性の問題から課税ベースの拡大として非課税の取扱いの見直し
111) レーガン改革の際の議論として，保険の付加価値の存在を認め，理想的には課税
ベースの広い付加価値税の適用が可能であるとした上で，保険会社への課税には
税額控除方式よりも仕入高控除方式が適しているとする。そして，税額控除方式
を前提とする限りは，次善の策として，「保険会社の免税が最も健全な政策代案」
であると指摘する（アメリカ財務省編・塩崎潤訳『公平・簡素および経済成長のた
めの“税制改革＂：レーガン大統領に対する財務省報告第 3巻付加価値税』（今日
社・ 1986年） 55頁）。Seealso Paul and Richard, supra note 1, at 181-182. わが国
においても，保険取引の非課税は，政策上の問題であるとの指摘がされている（金
子宏「総論ー消費税制度の基本的問題点ー」日税研論集30号 (1995年） 8頁，田
中治「納税義務者・課税取引と非課税取引」金子宏編『租税法の基本問題』有斐
閣 (2007年） 715頁，渡辺裕泰『ファイナンス課税（第 2版）』有斐閣 (2012年） 14 
頁。
112) 拙稿「保険取引への消費課税ーニュージーランドの制度との比較から一」税法学
565号 (2011年） 157-158頁および沼田博幸「保険取引に対する消費課税について一
損害保険に対する課税を中心として一」会計論叢 6号 (2011年） 13頁以下。
113) The 2011 Communication on the Future of VAT: harnessing the economic 
crisis for EU VAT reform, British Tax Review (2012), no. 2, p. 120. 
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が論じられている 114)。非課税の範囲の厳格化は，より適切な課税ベースの特
定化につながる。
わが国では，保険取引への消費税非課税について争った裁判例，裁決例は見
当たらず，委員会提案に反映されるような裁判事例の蓄積はない。しかし，本
稿で取り上げた委員会提案は，わが国の保険の消費税課税上の非課税範囲を画
する上で有用であり，また，税の累積の問題を解決する一助として，課税の選
択制度は一考に値するものと考える。保険取引への中立的な課税に向けて制度
構築するには， EU, ニュージーランドをはじめとする保険への消費課税の取
り組みを多角的に考慮する必要があろう 。本稿では，結果として， 2011年まで
の EUの付加価値税の動向を，保険取引を中心に追った。今後も動向を注視
していきたい。
（本研究は科研費（課題番号 1973033)の助成を受けた成果の一部である。）
114) Kenneth Vyncke, Axel Cordewener and Luc De Broeは，非課税の数を削減す
ることにより課税ベースを拡大することは，課税をより効率的にかつ中立にし，そ
れによって， VAT税率を引き下げることも可能であるとする。さらに， VATの
非課税規定は廃止されるべきであり，いわゆる「課税が難しい部門」 （金融サービ
ス，保険および不動産取引）の供給を含めて，物およびサービスのすべての供給が
VATに服すべきである，とする (KennethVyncke, Axel Cordewener and Luc 
De Broe, Towards a Simpler, More Robust and Efficient VAT System by Levying 
VAT at EU Level, International VAT Monitor, Vol. 22, no. 4,2011, at 245)。See
also Ine Lejeune, Jeanine Daou and Stein De Maeijer, The European 
Commission's Communication on the Future of VAT: A Recipe for Growth?, 
International VAT Monitor, Vol. 23, no. 2, 2012, at 101. 
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